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高齢者の状態は変化します。でもどこ
かで接点を持っていて情報を共有する
仕組みがあればフォローすることが 
可能です。富士通とともに取り組んで

AIを活用し効率よく将来介護度が悪化
しそうなハイリスク候補者をリスト化 
できるようになりました。
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ユーザー概要
所 在 地：日本

業　　　種：地方自治体

ウェブサイト ：http://www.city.iwaki.lg.jp/

課題

高齢化社会を迎えて健康寿命への関心が高
まるなか、福島県いわき市では膨大な市民
データから急激に介護度が悪化しそうな人を
見つけ出し、早期にフォローするという攻め
の事業に取り組んでいます。

ソリューション

住民情報や介護認定情報、障がい情報、特定
健診結果など、市役所が持つ膨大なデータを
マージし、AIを活用して分析することで、近々
介護が必要になると思われるハイリスク者を
抽出してリスト化しています。

成果

■  人員も時間も限られるなかで、効率よく 
介護が必要になりそうなハイリスク候補者
にアプローチできる

■  ハイリスク者を地域としてケアすることで、
介護予防につなげることができる

■  健康寿命を延伸することで社会保障費の 
増加を適正化できる
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福島県いわき市は人口約34万人の都市。人口の3分の1
を高齢者が占め、介護保険給付費は年平均14％増え続け
ています。いわき市役所の地域包括ケア推進課では、広報
誌やWebコンテンツによる啓蒙活動に取り組むとともに、
介護を体験する場の提供や交流イベントを開催して、地域
として高齢者を見守る体制づくりを強化しています。

いわき市

製品とサービス

■  介護予防ソリューション

介護予防こそが日本の未来を切り拓く
　少子高齢化は大きな社会問題です。介護認定者にかかる介護保険

費も増加し続け、地方自治体にとっては大きな負担になっています。

これを適正化するために重要になるのが、介護予防です。

　実際に、高齢者の社会参画を促し、食と栄養を整え、運動を促す

ことで、少しでも長く元気でいられる期間を増やす取り組みが全国

に広がっています。福島県いわき市は積極的に地域ケアに取り組ん

できました。

　しかし、地域包括ケアを推進する、いわき市役所 介護保険課 介

護認定係 係長猪狩 僚氏は問題点も指摘します。「役所は申請主義で

す。介護を申し出ていただけないと役所は把握できません。介護予

防には今現在介護認定されてない多くの方から、将来介護度が急激

に悪化しそうなハイリスク者を見つけ早期にアプローチしてフォロー

することが必要です」

　福祉の担当者は高齢者を見守る活動をしていますが、時間も人も

限られているだけに、すべての住民と接触することは不可能です。

いわき市には後期高齢者だけでも5万人以上が住んでいます。効率

的にハイリスク者を見つけ出す方法が求められていました。

データを活用して効率的なアプローチを
　当初、猪狩氏は介護保険システムのデータを活用することを考え

ました。2017年のことです。しかし、それだけではハイリスク者

の抽出は難しいことがわかり、市役所が持つ住民情報や介護認定情

報、障がい情報、特定健診結果などを活用したいと考えました。そ

のためには部署の垣根を超えなければなりません。

　「実現するのは簡単ではありませんでした。目的外利用にならな

いかを審議してもらって認めてもらうまで9カ月かかりました。約

9万7000人の高齢者全部と同居家族のデータを活用できるように

なったのです」と猪狩氏は語ります。

　猪狩氏は、介護保険システムを手がける富士通に声をかけ、介護

予防対象者の把握をスタートさせました。2018年には、年齢や年収、

障害の有無などから、職員の経験則によってハイリスク者を298名

抽出し、その全員を地域包括支援センターの職員が訪問してヒアリ

ングしました。その結果、8割強の方に何らかの関わりが必要なこ

とがわかりました。

　そして2019年から始まったのがAIの活用です。どんな条件にあっ

た人が短期間に介護認定されているのかといった過去の実績をAIに

学習させ、AIによって順位づけされた上位230名のハイリスク者を

抽出して、状況を確認しました。

この取り組みが広がることで日本が変わる
　高齢者の状態は変化します。なので、どこかで接点を持っている

仕組みが重要です。適切なアプローチや支援を行うことで介護の重

度化を防ぐことができるのではと考えています。

　「しかし、時間も人も限られるなかで全員と接触することは現実

的には難しい。だからこそハイリスク者を絞り込むシステムが必要

だったのです」と猪狩氏は、今の取り組みを続けて社会的、経済的

効果が広く浸透していけばと語ります。

　次の展開として考えているのが、ITを活用した業務の効率化です。

ハイリスク者を訪問した職員は役所に戻ってから訪問結果をシステ

ムに登録していますが、タブレットPCなどを携帯してその場で入

力できれば、入力にかかっていた時間を本来の業務に当てることが

できます。

　「福祉の領域には高齢者をはじめ多くの人たちが関係します。

ちょっとした業務の効率化でもインパクトが大きいものです。同様

な思いを持ってくれる自治体が増えれば、この国の明るい未来が見

えてくると思うのです」と猪狩氏は語ります。


